
 

平成 26 年 1月 15 日 

各      位 

 

本店所在地 東京都港区芝浦一丁目 14 番 5 号 

会 社 名   株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 

代表者名   代表取締役 田中茂樹 

（コード番号 3832） 

問合せ先   取締役   松本貞子 

（TEL．03－5443－7489） 

 

平成 25 年 11 月期業績と前年同期実績との差異 

及び営業外損益並びに特別損益発生に関するお知らせ 

 

 平成 25 年 11 月期（平成 24 年 12 月 1 日から平成 25 年 11 月 30 日）における当社の業績について、前

年同期実績と比較して下記の通り差異が生じることが予想されますので、下記の通りお知らせいたしま

す。 

記 

 

１． 平成 25 年 11 月期（平成 24 年 12 月 1日から平成 25 年 11 月 30 日）の連結業績と前年同期実績との

差異 

（1）連結業績の差異 

（単位：百万円，％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

前 年 同 期 実 績（Ａ） 
(平成 24 年 11 月期） 

506 △420 △435 △328 
 円 銭

△138.10

当 期 業 績 見 込（Ｂ） 
(平成 25 年 11 月期） 

481 △309 △247 △152 △45.29

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △25 110 187 176 92.82

増 減 率            （％） △5.0 － － － －

 

  （2）個別業績の差異 

（単位：百万円，％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

前 年 同 期 実 績（Ａ） 
(平成 24 年 11 月期） 

240 △279 △595 △503 
 円 銭

△211.49

当 期 業 績 見 込（Ｂ） 
(平成 25 年 11 月期） 

42 △198 △364 △387 △115.15

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △198 80 231 115 96.34

増 減 率            （％） △82.5 － － － －
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※ 当社は、平成 25 年 11 月 7 日開催の取締役会決議に基づき、平成 25 年 12 月 1 日付で普通株式 1

株につき 100 株の割合で株式分割を行いました。このため、前連結会計年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して、「1株当たり当期純利益」を算定しております。 

 

２． 差異が生じた理由 

（1）連結業績 

 当社グループは、ETF 関連事業、金融アドバイザリー事業、医療機器製造販売事業を中心とした

事業ポートフォリオのもとで売上の向上に努めるとともに、平成 25 年８月 26 日付「第三者割当に

より発行される株式（現物出資（デットエクイティスワップ）の募集並びに筆頭株主及び主要株主

の異動に関するお知らせ」、「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場型新株予約権の

無償割当て）に関するお知らせ」にて公表のとおり、第三者割当増資（デット・エクイティ・スワ

ップ）及びライツ・オファリングを実施することにより、債務超過を解消し、今後の事業再生に向

けて体制を整えてまいりました。 

  前連結会計年度において、平成 24 年 10 月 25 日付「(開示事項の経過）連結子会社の株式譲渡及

び特別利益の発生に関するお知らせ」にて公表のとおり、投資情報提供事業の中核事業会社であっ

た株式会社 T&C フィナンシャルリサーチを売却したことから、ETF に関する情報提供に特化し、

当連結会計年度より同事業を ETF 関連事業として展開しております。米国ニューヨークを拠点に

XTF, Inc. が有する豊富なデータベース、分析ツールを金融機関や機関投資家に提供しております。

XTF, Inc. のサイト登録者数は増加の一途にあるものの、大幅な売上高増加には至っておりません。

また、平成 24 年 11 月に発生したハリケーンにより同社が入居するビルが壊滅的な被害を受けまし

たが、平成 25 年９月より新事務所にて業務を行っております。当連結会計年度における ETF 関連

事業の売上高は前年同期比 379 百万円減少の 60 百万円となる見込みです。 
 金融アドバイザリー事業においては、ファンドの契約残高に変化はなく、売上高は前年同期比 7
百万円減少の 29 百万円となる見込みです。 
 前連結会計年度まで行っておりましたライセンス事業について、医療用滅菌器及び消毒器の製造

販売を営む株式会社メディエートを平成 24 年 12 月１日に連結子会社化し、ライセンス事業からさ

らに踏み込んだ医療機器製造販売事業を展開してまいりました。株式会社メディエートは、平成 25
年５月 23 日付で締結した澁谷工業株式会社と取引基本契約に基づき、戦略商品であるホルムアルデ

ヒドガス滅菌器の製造を澁谷工業株式会社へ委託し増産体制を整えました。当連結会計年度におけ

る医療機器製造販売事業の売上高は前年同期比 362 百万円増加の 391 百万円となる見込みです。 

 損益につきましては、グループ全体において人員削減や規模に見合った事務所への移転等を行い、

経費削減策を継続しております。営業損失・経常損失につきましては、支払利息 14 百万円、遅延損

害金 14 百万円、株式交付費 51 百万円を計上し各々309 百万円、247 百万円となる見込であります。

当期純損失につきましては、連結子会社 XTF, Inc. において債務消滅益 120 百万円（平成 25 年 12

月 10 日付公表の「子会社の債務の一部計上を取りやめることに伴う利益の発生に関するお知らせ」

ご参照）、固定資産除却損 10 百万円、本社移転費用 13 百万円を計上し 152 百万円となる見込みです。  

 

（2）個別業績 

   売上高につきましては、株式会社 T&C フィナンシャルリサーチの売却及びグループ全体の組織・

業務の見直しにより子会社（株式会社 XTF Japan、T&C Financial Research USA, Inc. T&C FA Holding 
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AG）からの経営管理にかかる収入が減少したことから前年同期比 198 百万円の減少となる見込みで

す。一方、損益につきましては、経費削減に取り組んだ結果、営業損失が前期比 80 百万円減少の 198

百万円、経常損失が前期比 232 百万円減少の 362 百万円となる見込みです。当期純損失につきまし

ては、固定資産除売却損、本社移転費用を計上し 387 百万円となる見込です。 

 

３. 営業外収益について 

  （連結） 

（1） 平成 25 年 11 月期第 3四半期連結決算までに計上した 94 百万円と合わせて、為替相場の変動に

よる為替差益 132 百万円を計上いたします。 

（2） 主に過払い税金の戻り 1百万円により、雑収入 6百万円を計上いたします。 

  （個別）    

   平成 25 年 11 月期第 3四半期連結決算までに計上した 43 百万円と合わせて、為替相場の変動によ

る為替差益 73 百万円を計上いたします。 

 

４. 営業外損失について 

   借入金に対する支払利息及び遅延損害金、株式発行にかかる株式交付費（平成 25 年８月 26 日付

「第三者割当により発行される株式（現物出資（デットエクイティスワップ）の募集並びに筆頭株

主及び主要株主の異動に関するお知らせ」、「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場

型新株予約権の無償割当て）に関するお知らせ」公表）、関係会社貸付金に対する貸倒引当金、雑損

失を計上いたします。 

  （連結） 

（1） 平成 25 年 11 月期第 3 四半期連結決算までに計上した 12 百万円と合わせて、借入金にかか

る支払利息 14 百万円を計上いたします。 

（2） 平成 25 年 11 月期第 3 四半期連結決算までに計上した 12 百万円と合わせて、借入金にかか

る遅延損害金 14 百万円を計上いたします。 

（3） 株式交付費    51 百万円 

（4） 主に手形の売却時に生じた損失 1百万円により、雑損失 3百万円を計上いたします。       

  （個別） 

（1） 平成 25 年 11 月期第 3四半期連結決算までに計上した 9百万円と合わせて、借入金にかかる

支払利息 11 百万円を計上いたします。 

（2） 平成 25 年 11 月期第 3 四半期連結決算までに計上した 12 百万円と合わせて、借入金にかか

る遅延損害金 14 百万円を計上いたします。 

（3） 株式交付費    51 百万円 

（4） 子会社 T&C FA Holding AG 及び XTF, Inc. への貸付金に対する貸倒引当金  167 百万円 

 

５. 特別利益について 

平成 25 年 12 月 10 日付「子会社の債務の一部計上を取りやめることに伴う利益の発生に関するお

知らせ」にて公表のとおり、連結子会社（XTF, Inc. ）において債務計上を取りやめることに伴い

債務消滅益を計上いたします。 
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(連結) 

債務消滅益       120 百万円 

６. 特別損失について    

当事業年度において、固定資産の除売却にあたり発生した損失及び本社を移転したことに伴う費用

を計上いたします。 

    (個別) 

   固定資産除売却損    9 百万円 

      本社移転費用      13 百万円 

以 上 
 


